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【事案の概要】

１　特許庁における手続の経緯等

（１）　原告（三谷セキサン株式会社）は、平成27
年11月11日、別紙の立体商標（以下「本願商標」
という。）について、商品区分第19類（金属製で
ない建築材料）に属する「コンクリート製杭」（以
下「本願指定商品」という。）を指定商品として、
商標登録出願（商願2015－110645号）をした。
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（２）　原告は、平成28年８月４日付けで拒絶査定
を受けたことから、同年11月９日、不服審判を
請求した（不服2016－16797号）。

（３）　特許庁は、平成30年12月26日、「本件審判
の請求は、成り立たない。」との審決をし、そ
の謄本は、平成31年１月15日、原告に送達され 
た。

（４）　原告は、平成31年２月12日、審決の取消し
を求めて、本件訴訟を提起した。

２　審決の理由の概要

本願商標は、商品の形状を普通に用いられる
方法で表示する標章のみからなるものであるので
商標法３条１項３号に該当し、使用をされた結果
需要者が原告の業務に係る商品であることを認識
することができるものではないので同条２項には
該当しないから、商標登録を受けることができな 
い。

【判　　断】
１　取消事由１（商標法３条１項３号に該当すると

の判断の誤り）について

（１）　立体商標に対する商標法３条１項３号の適

用について

ア　商品の立体的形状は、多くの場合、商品等
に期待される機能をより効果的に発揮させた
り、商品等の美観をより優れたものとしたり
する等の目的で選択されるものであって、直
ちに商品の出所を表示し、自他商品を識別す
る標識として用いられるものではない。この
ように、商品等の製造者・供給者の観点から
すれば、商品等の立体的形状は、多くの場合、
それ自体において出所表示機能ないし自他商
品識別機能を有するもの、すなわち、商標と
しての機能を果たすものとして採用するもの
とはいえない。また、商品等の立体的形状を
見る需要者・取引者の観点からしても、その
立体的形状は、文字、図形、記号等により平
面的に表示される標章とは異なり、商品の機
能や美観を際立たせるために選択されたもの
と認識されるのであって、商品等の出所を表
示し、自他商品を識別するために選択された

ものと認識される場合は多くない。
そうすると、客観的に見て、商品等の機能

又は美観に資することを目的として採用され
ると認められる商品等の形状は、特段の事情
のない限り、商品等の形状を普通に用いられ
る方法で使用する標章のみからなる商標とし
て、商標法３条１項３号に該当する。

イ　また、商品の具体的形状は、当該商品の用
途、性質等に基づく制約の下で、ある程度の
選択の幅があるといえるが、そのような幅の
中で選択された形状が特徴を有していたとし
ても、それが、機能又は美観上の理由による
形状の選択と予測し得る範囲のものであれば、
商標法３条１項３号に該当すると解すべきで
ある。なぜならば、商品等の機能又は美観に
資することを目的とする形状は、同種の商品
等に関与する者が当該形状を使用することを
欲するものであるから、先に商標出願したこ
とのみを理由として当該形状を特定人に独占
使用を認めることは、公益上適当でないから
である。

（２）　本願商標の形状及び同種の杭の形状につい

て

ア　本願商標は、別紙のとおり、下部に３箇所
の節部を設け、上から２番目の節部より下部
は、上から２番目の節部より上部よりも若干
細くした円柱状であって、各節部はそれぞれ
若干形状が異なる立体的形状からなる立体商
標である。

本願商標の立体的形状には、次のとおりの
特徴がある。
①　３箇所の節は、それぞれ形状が異なって

いる。
②　杭の下端から２個目の節までの軸径と、

それより上部の軸径が異なり、前者が後者
に比較して細くなっている。すなわち、主
に下杭として使用される先端の軸径が細く
なったものである。

③　３箇所の節の位置が、軸径が変化する境
界部分に１か所、その上部と下部にそれぞ
れ１か所ずつである。


